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　「科学技術動向」3・4月号をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術専
門家のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段の一つ
として、2001 年 4 月以来、発行されており、科学技術全般に関して広く
興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んでいただ
けるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術および
政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国の動向
や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これらは、科
学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議を重ね
た上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の形で海
外への情報発信も行っています。
　5年間の第 4期科学技術基本計画の開始を受け、基本計画の方針に沿っ
て、科学技術動向研究センターも分野別推進の考え方をやめ、社会の課
題達成へ向けた科学技術のあり方を検討できるよう体制を見直しており
ます。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター　センター長
奥和田　久美
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】 〒 100–0013
東京都千代田区霞が関 3–2–2  中央合同庁舎第 7 号館東館 1 6 F
【電　話】 03–3581–0605  【FAX】 03–3503–3996
【U R L】 http://www.nistep.go.jp
【E-mail】 stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記の URL にアクセスいただき「科学技術
動向一覧」でご覧いただけます。
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概　要
プログラム名：MANA, 国際ナノアーキテクトニクス研究拠点；ICYS, 若手国際研究拠点
本文は p.10 へ
外国人研究者の寄与による研究機関の生産性の向上
　大学を含め研究機関は国外の優秀な研究戦力を補充しなければ、国際的競争に勝てなく
なってきている。世界トップレベルといえる研究機関・拠点の形成には、高い国際性が必
須であり、外国人研究者の招致と育成に成功し研究の生産性に成果を挙げている研究機関
を参考にすることは意義深い。外国人研究者の受け入れと研究に関して、「世界トップレ
ベル研究拠点（WPI）」プログラムの（独）物質・材料研究機構（NIMS）における「国際ナ
ノアーキテクトニクス研究拠点（MANA）」、およびその前身であった「若手国際研究拠
点（ICYS）」の各種データを解析した結果、外国人比率の増大に伴い、ホスト機関の世界
ランク（被引用数）も大幅に向上していることがわかった。ICYS プログラム開始前には
世界 18 位であった物質科学分野の論文被引用数は、ここ数年は世界 4〜5位に躍進した。
ICYS およびMANAの両プログラムは幅広い領域の科学を対象とし、外国人研究者の比
率向上が大きな効果をもたらしている。優秀な外国人研究者を集めて日本で活動させる試
みは、明らかに質の高い論文の生産性に効果をあらわす。
　その成功には、研究員の国内外の研究機関への栄転やホスト機関への定年制職員の採用
促進とともに、外国人にとって快適な生活の提供、言葉の壁を排し日本の文化を知っても
らうという努力が寄与している。震災後に外国からのビジターが激減する中でも、これら
のプロジェクトでは外国人研究者の 90％以上が職場復帰している。
　日本の研究機関の世界の中での存在感の低下や新興国からの追い上げが危惧されている
が、研究機関の国際的交流環境の整備を戦略的に進め、日本の研究機関の国際的競争力の
向上に努めるべきである。
図表　NIMSにおける外国人研究者比率の推移（A）とMANAの研究者数の内訳（B）
（注：ICYS は、2007 年後期より縮小した後、MANAの一部となった）
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本文は p.20 へ
非常食から被災生活を支える災害食へ
　東日本大震災においては最大 47 万人の被災者が避難所生活をよぎなくされ、食料につ
いても 1週間で約 840 万食が調達された。今後起こりうるとされる人口の多い地域での大
規模な震災では一桁多い避難者が発生することが想定されており、特に首都直下地震にお
いては、1週間に 7,500 万食余りの食料が必要になると想定されている。
　現在、自治体や家庭で備蓄されている非常食は、備蓄の絶対量が少ないことに加え、地
震直後に水や湯なしに食べられる食品が少ない。また、被災生活の長期化を想定して多種
類を多量に備蓄しているケースは稀で、賞味期間を過ぎた非常食が利用されず廃棄される
ことも多い。使わないことを前提にした従来の「非常食」から、平常時に使え、災害時に
は特に役に立つ「災害食」（災害対応食品）への切り替えが重要である。
　これまで、災害時の栄養面や被災者のニーズに配慮した食品の研究は行われていない。
今後は①災害時栄養学の研究②災害対応食品加工技術の開発③災害食品用容器包装技術の
開発④災害食対応調理装置の開発が必要である。また、災害食の活用の検討も必要である。
これらの研究開発を促進し、災害食に要求される条件を盛り込んだ災害食認証基準を整備
することが望ましい。
　研究開発や体制の整備には、政府の防災対策に関する基本的な計画である「防災基本計
画」に盛り込んだうえで、民間企業や大学、各省庁等が役割を分担して取組む必要がある。
　今後起こりうる大規模地震等の災害への備えの一つとしての災害食の備蓄システムの整
備および災害食の備蓄の充実は急務である。
図表　災害食のカバーする範囲
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　世界の広範な地域で地下水がヒ素に汚染されて
いると報告されている。特に最も深刻なバングラ
ディッシュにおいては 3500 万人が、また東南アジ
ア全体では 6000 万人もの人々がヒ素に汚染された
地域に住んでいると推定されている。ヒ素で汚染
された水の摂取は、皮膚疾患・神経障害・心臓病・
発がんにつながるとされており、ヒ素を簡便かつ
低コストで検出・浄化する技術が求められている。
既存のヒ素の検出方法は煩雑であり、また除去技
術としては、鉄塩やアルミニウム塩等を用いた凝
集・共沈法、イオン交換樹脂を用いる吸着法、そ
して逆浸透膜による分離法などがあるものの、除
去能力やコストの点で難点があった。
　この度、（独）物質・材料研究機構元素戦略材料
センター資源循環設計グループは飲料水に含まれ
るヒ素の確認・除去が容易に行える材料を開発し
た1）。この材料は、高秩序メゾポーラス材料と呼ば
れる多孔質物質の内壁に、ヒ素を感知し優先的に
捕獲する官能基を密に敷き詰めたものである。開
発されたメゾポーラス材料は、ナノサイズの穴が
立体的に整列しており、内部表面に水が行き渡り
やすいため、官能基によるイオンの検出や吸着の
性能が高い。また、メゾポーラス材料の支持材を
シリカからアルミナに代えることにより、ヒ素だ
けを吸着し、かつヒ素イオンの捕獲時に色が変わ
る発色補助剤を添加した官能基の内壁への固着を
実現した。
　本材料はヒ素の除去材として以下のような性能
を持つ。
①従来技術の 100 倍の精度（0.5 ppb）でヒ素を検
出することが可能である。また、試薬の色を観
察するだけで良く、特別な装置を必要としない。
②効率良くヒ素を除去することが可能である。例
えばヒ素を添加した水道水に除去材を入れ撹拌
すると、数日で 99.8％のヒ素が除去されるとい
う結果が得られている（図表）。
③他の様々なイオンが存在しても、ヒ素のみを優
先的に捕獲するため、副生物がほとんど生じな
い（生成される廃棄物の量が少ない）。
④ PH調整などの前処理が必要がなく、そのまま
の水環境で使用可能である。
　本材料の製造には特殊な機器や工程を必要とし
ない。実験室レベルでは水 1リットルの処理に 7.5
円程度の材料コストがかかるが、大量生産により
価格の低減が見込まれ、また再生利用も可能なの
で、実用コストは大幅に下げることができる。
　本材料は、ヒ素を用いる工場でのヒ素排出防止
装置や上水プラントでのヒ素の処理工程に用いる
ことが考えられる。但し、それぞれの使用条件に
合わせた最適化や、繰り返し使用での耐久性の検
証などが必要である。
　また、ヒ素汚染地域の住民が飲料水中のヒ素の
有無を自らチェックして家庭でヒ素を除去するこ
とが可能な浄化装置の実現にも貢献すると期待さ
れる。
　世界の広範な地域の地下水がヒ素に汚染されており、簡便かつ低コストでヒ素を検出・浄化する技術
が求められている。（独）物質・材料研究機構元素戦略材料センターは、飲料水に含まれるヒ素の確認と
除去を容易に行える材料を開発した。この材料は、高秩序メゾポーラス材料と呼ばれる多孔質物質の内
壁に、ヒ素を感知し優先的に補足する官能基を密に敷き詰めたもので、ヒ素を検出すると色が変わり目
視確認できると共に、効率良く水中のヒ素を処理できる。今後、工場でのヒ素排出防止や上水プラント
でのヒ素処理において使用条件に合わせた最適化や、繰り返し使用での耐久性検証などを行う。また、
汚染地域の住民が自らヒ素をチェックし除去を行うことが可能な浄化装置の実現にも貢献すると期待さ
れる。
参　考
1）　（独）物質・材料研究機構　プレス発表「世界の飲み水を救うために―飲料水に含まれる有毒ヒ素の容易かつ迅速な
除去材を開発」（平成 24年 1月 6日）
トピックス1 発展途上国で有用な、飲料水に含まれるヒ素の除去材
図表　開発された材料のヒ素除去性能
（独）物質・材料研究機構より提供
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トピックス2 京都議定書に代わる枠組への工程に関する国際合意
　地球温暖化防止に向けて、新興国を含む温室効
果ガスの主要排出国が削減義務を負う新たな国際
的枠組みに移行する工程が、2011 年 11 月 28 日か
ら 12 月 11 日まで南アフリカ共和国のダーバンで
開催された気候変動枠組条約第 17 回締約国会議
（COP 17）にて合意された1、2）。
　今回の合意内容は、温室効果ガスの主要な排出
国が法的拘束力のある排出削減義務に参加する新
たな枠組を 2020 年に発効することを目指し、遅くと
も 2015 年までにそれを採択するという工程である。
　現行の京都議定書では、温室効果ガスの排出量
のそれぞれ第 1・2 位を占める中国・米国が削減義
務を負っておらず、実効性への疑問と不公平性が
指摘されていた。また、京都議定書では新興国は
削減義務を負っていないが、今後は温室効果ガス
の排出量の多くを新興国が占めるようになり、新
興国における温暖化対策が気候変動の帰趨を大き
く左右するようになるとみられている3）。そうした
中で、京都議定書の第一約束期間満了後の 2013 年
以降の国際的な温暖化対策枠組みである「ポスト
京都議定書」に向けての協議が 2005 年の COP11
（モントリオール）以来行われてきたが4）、今回よ
うやく今後の工程が合意された。
　今回の合意の意義は、中国・米国の削減義務へ
の参加と、新興国の排出量が野放しに増加するこ
とへの歯止めに、一定の道筋がつけられたことに
ある。
　一方、COP7 と並行して行われた京都議定書第 7
回締約国会合（MOP7）では、2013 年 1 月から京
都議定書の第二約束期間に入ることが合意された。
第二約束期間の期間は、新しい枠組への移行を視
野に 2013 年からの 5 年または 8 年としている。な
お、我が国を含む複数の先進国は、法的な削減義
務は負わないこととし、その旨が合意内容に明記
された。
　今後、両会議では、新たな枠組みに係る法的文
書の作成作業や第二約束期間に係る新規目標の設
定が行われる。
　2011 年 12 月、地球温暖化防止に向けて、南アフリカ共和国のダーバンで開催された気候変動枠組
条約第 17 回締約国会議（COP 17）において、新興国を含む温室効果ガスの主要排出国が削減義務
を負う新たな国際的枠組みへの移行工程に関して合意された。現行の京都議定書に代わる、法的拘束
力のある排出削減義務の新たな枠組みが 2020 年に発効されることを目指すことになった。これによ
り、中国・米国の削減義務への参加と、新興国の排出量の野放しな増加に歯止めをかける道筋がつけ
られた。今後は、新たな枠組みに係る法的文書の作成作業などが行われる
参　考
1）　国連・気候変動に関する国際会議（UNFCCC）プレス発表：
http://unfccc.int/files/press/press_releases_advisories/application/pdf/pr20111112cop17final.pdf
2）　環境省ホームページ：http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=18814&hou_id=14577
3）　IEA “World energy outlook 2011”
4）　科学技術動向 2006年 1月号トピックス
図表　COP 17 および MOP7 の主な成果
参考資料1、2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参　考
1）　Masataka Higashiwaki et.al “Gallium oxide （Ga2O3）metal-semiconductor field-effect transistors on single-crystal 
β-Ga2O3（010）substrates”, Applied Physics Letters vol.100, 013504（2012）;doi:10.1063/1.3674287
2）　（独）情報通信研究機構プレスリリース：http://www.nict.go.jp/press/05-1.html
　（独）情報通信研究機構は、（株）タムラ製作所、
㈱光波と共同で、従来はパワーデバイス用材料
として用いられることのなかった酸化ガリウム
（Ga2O3）の単結晶基板を用いた電界効果トランジ
スタ（FET）の動作を世界で初めて実証した1、2）。
Ga2O3 が SiC や GaN以上に耐高電圧で低損失のデ
バイス材料となる可能性が見出された。
　パワーデバイスとは、家電から鉄道車両まで幅
広い用途で電力を低損失で制御することを可能に
している半導体素子を指す。損失の多い抵抗制御
や機械的制御を代替することにより、省電力化に
寄与してきたが、制御装置自体の損失がなお数%
程度あることが課題であった。パワーデバイス用
の材料としては、耐電圧性と通電時の低抵抗性が
求められ、従来のシリコン（Si）よりも禁制帯幅の
大きい SiC や GaNが注目され、家電品を超える容
量や電圧の領域で主流となりつつある。Ga2O3 は、
SiC や GaNよりもさらに禁制帯幅が大きいことが
知られていたが、これをパワーデバイスに応用し
ようとする研究は世界的にもほとんど進んでいな
かった。
　今回、上記の研究グループは、融液成長法で作
成した単結晶Ga2O3 基板上に Ga2O3 薄膜を成膜し
て簡易な構造のN型 FETを試作し、スイッチン
グ動作の確認に成功した。試作品の大きさは、円
形のドレインの内径が 200μm、ゲートの長さが 4
μm、ソースとゲートの間隙が 20μmである。
　このFETは、オンオフ電流比が約 10,000 と高く、
オフ時の漏洩電流が 3μAと小さく、優れた性能を
示した。今回は耐電圧性を重視しない簡易な構造
であったため耐電圧は約 250 V までの検証であっ
たが、耐電圧構造の最適化を行うことにより、数
千Vまで高められる見通しである。
　今回の成果により、数千V～1万 V級の高電圧
領域まで高効率トランジスタが適用できる可能性
が開かれた。またGa2O3 は、SiC や GaNには適用
できない「融液成長法」により単結晶基板の製造
が比較的容易であるため、量産効果が見込まれ、
Ga2O3 を用いたデバイスが、現在 SiC や GaNが主
流になりつつある領域に拡大する可能性もある。
　従来以上に高耐電圧で低損失のパワーデバイス
が実現すると、例えば高電圧モーターを用いかつ
細かな制御が求められるプレス機や鉄鋼圧延機な
どの大型機械を中心に、制御装置の小型化や電力
損失の大幅な低減が期待できる。副次的には、制
御装置の冷却用電力の削減効果ももたらす。リニ
アモーターカーにおいては、これらの相乗効果に
よって搭載荷重の大幅な低減が期待できるなど、
さまざまな波及効果が考えられる。
　今回の発表で、Ga2O3 のパワーデバイスとしての
可能性が広く紹介されたため、開発競争が加速す
ることも考えられる。
トピックス3 高圧電力機器の節電につながる新素材トランジスタ
　2012 年 1 月、（独）情報通信研究機構は、（株）タムラ製作所、（株）光波と共同で、従来パワーデバ
イスとして用いられることのなかった酸化ガリウム（Ga2O3）の単結晶基板を用いた電界効果トラン
ジスタ（FET）の動作実証に成功したことを発表した。従来の SiC を用いた場合に比べて、オンオフ
電流比が高く、オフ時の漏洩電流が小さく、優れた性能が確認された。高効率トランジスタを数千 V
～1 万 V 級の高電圧領域まで適用できる見通しが開かれた。
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参　考　1）　International Telecommunication Union Press Release：http://www.itu.int/net/pressoffice/press_releases/2012/03.aspx
　　　　2）　（独）情報通信機構・日本標準時グループ：http://jjy.nict.go.jp/news/index.html
　　　　3）　国立天文台（よくある質問）；http://www.nao.ac.jp/QA/faq/a0404.html
　　　　4）　科学技術動向誌 2009年 6 月号「電磁気学における混乱と CPT 対称性の意義―対称性に結びつく単位系―」
　国連の専門機関である国際電気通信連合（ITU：
International Telecommunication Union）が 2012 年 1
月 16 日からスイスのジュネーブで開催していた無
線通信総会において、初めて「うるう秒」の廃止が
提案された1）。活発に議論されたが、今回は合意が
得られず採決も見送られた。今後、ITU メンバーや
他の関連機関においてさらに検討し、2015 年に予定
されている次回の無線通信総会での合意を目指すこ
とになった。
　米国・日本・フランスは、「高度にコンピュータ化
が進んだ現代社会では、時間の連続性が重要であり、
不定期かつ人為的な秒の挿入は装置や機械の誤作動
を生じて混乱の原因になる」として、うるう秒の廃止
を提案していた。これに対して、英国・カナダ・中国は、
「うるう秒を導入している現在、何の問題もなく、廃
止すれば天体観測への悪影響が出る」として、存続を
主張した。各国は事前に交渉を重ね、無線通信総会で
も議論を行ったが、結論は出ず採決も見送られた。
　協定世界時（UTC：Coordinated Universal Time）
は、セシウム原子時計による国際原子時（TAI：
Temps Atomique International）と地球の自転速度
による世界時（UT1：Universal Time 1）の両方に
基づいて決められ、1971 年まで用いられたグリニッ
ジ標準時（GMT）に代わって、現在は UTC が用い
られている。地球の自転周期は約 23 時間 56 分で残
りの 4 分は公転による寄与だが、自転周期が一定で
はないため、UT1 における 1 秒は一定の時間間隔で
はない。その結果 UTC と UT1 に時刻のずれが生
じるため、このずれが 0.9 秒以上にならないように、
UTC の時刻を調節する必要がある。具体的には、
6 月または 12 月の末日に 23 時 59 分 60 秒を加える
（正のうるう秒）か、23 時 59 分 59 秒を削除する（負
のうるう秒）という方法で行われる。
　UTC=TAI–10 秒に初期調整して、1972 年にうる
う秒が開始され、現在までに 24 回のうるう秒調整が
行われた。その全てが正のうるう秒調整であったた
め、UTC と TAI の時刻には、現在では 34 秒の差が
生じている。GPS 衛星が搭載する原子時計は TAI の
時刻を刻んでおり、GPS 時刻から 34 秒を引かない
と UTC 時刻にならないという不都合も生じている。
　次回のうるう秒は、UTC の 2012 年 6 月 30 日に、
世界同時に挿入される予定である。日本では 7 月 1
日 8 時 59 分 60 秒として、うるう秒が挿入される2）
（図表参照）。
　地球の自転速度は、短期的には火山や地震などの
地殻変動や海流変動などの影響を受けるが、長期的
には潮汐摩擦の影響で除々に遅くなっている。従っ
て、今後ますます頻繁にうるう秒を挿入する必要が生
じる。ITU の試算によれば、UTC と TAI の時刻差は
2100 年には 3〜4 分、2700 年には約 30 分に達する1）。ま
た、5 万年後には、地球の 1 日は 24 時間 1 秒となる
ため3）、毎日うるう秒を挿入しなければならない。逆
にうるう秒を廃止すると、5 万年後には、時計上は昼
なのに実際には夜という反転が約 120 年毎に訪れる。
　地球の自転が遅くなり続ける限り、うるう秒廃止
の議論は根本的な解決策にはならない。今の 1 秒よ
り長い時間間隔を新たに 1 秒として再定義するか、
地球の尺度を用いた人為的な単位ではなく、光速な
どの普遍定数を用いた新たな単位系を用いるしかな
い4）。未来の時刻制度に向けて、しばらくは各国の
活発な議論が続くと思われる。
トピックス4 国際電気通信連合で「うるう秒」廃止の議論が活発化
　2012 年 1 月 16 日から開催された国連の専門機関である国際電気通信連合（ITU）の無線通信総会
において、「うるう秒」の廃止が初めて提案された。提案国は、高度にコンピュータ化した現代社会
では時間の連続性が重要であり、不定期かつ人為的な秒の挿入は機械の誤作動を生じ混乱の原因にな
るとしてうるう秒の廃止を主張した。一方、反対国は、うるう秒を導入していても何の問題もなく、
廃止すれば天体観測への悪影響が出るとして存続を主張した。今回は合意に至らず、2015 年に予定
されている次回の無線通信総会での合意を目指すことになった。ITU の試算によれば、UTC と TAI
の時刻差は 2100 年には 3〜4 分、2700 年には約 30 分に達する。地球の自転が遅くなり続ける限り
根本的な問題は解決しないが、未来の時刻制度に向けた活発な議論が続くと思われる。
図表　日本標準時における「うるう秒」の挿入
科学技術動向研究センターにて作成
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図表 1　2020 年のドイツ国内におけるバイオテクノロジー
産業による経済効果（€ millions）
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　2020 年のドイツ国内におけるバイオテクノロジー
産業の雇用効果（雇用者数）
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
　ドイツのフラウンホ フーァーシステムイノベーション研
究所の研究者は、2020 年のドイツ国内におけるバイオ
テクノロジー産業による経済効果と雇用効果の推定手
法と推定した結果を発表した1）。波及効果を含む新産
業の経済効果と雇用効果の推定には、産業連関分析
が用いられることが多い。しかし、過去のデータから
作成された産業連関表を、中長期の将来予測にそのま
ま適用することは無理がある。そこで、約40名の専門
家の意見を反映した基準的な将来シナリオと普及が大き
く進む将来シナリオを作成し、それらに基づく産業連
関分析により、2020 年のバイオテクノロジー産業がもた
らすドイツ国内の経済効果と雇用効果を推定した。
　特に経済効果の期待されるバイオテクノロジー産業
として、バイオ医薬品・バイオエタノール・バイオポリ
マ ・ーバイオケミカルの 4産業が取り上げられた。ド
イツ連邦統計局の作成した 71部門から構成される
2005 年のドイツ国内産業連関表に、これら4つの産
業部門を追加し、将来シナリオを組み合わせて産業
連関分析が行われた。将来シナリオは、バイオテクノ
ロジーを適用した製品の普及率に応じて、基準シナリ
オと高普及率シナリオが作成された。これらのシナリ
オには、バイオテクノロジー製品の普及に大きく寄与
する石油・砂糖・リグノセルロ スーなど原材料価格と、
規制・課税・補助金などの政策が考慮されている。
　4つのバイオテクノロジー産業による波及効果も
含めた経済効果（図表 1）は、高普及率シナリオと
基準シナリオによる推定結果の差を示す。バイオ医
薬品産業の経済効果が最も大きい。その中でも特に、
医薬品部門の寄与が大きい。ここでは、バイオ医薬
品市場の拡大に伴い医療費が抑制されるモデルが用
いられているため、医療を含むサービス部門の経済
効果は大きく減少している。バイオエタノール産業
とバイオポリマー産業の場合には、原料となる甜菜
の生産やバイオマス関連で農業部門の寄与が増大す
る。ただし、バイオポリマー産業とバイオケミカル
産業の場合、現在の石油を中心とする化学部門の経
済効果が減少する。また、バイオケミカル産業では
農業を除く部門の寄与が減少する。
　一方、雇用効果は、経済効果と雇用係数（=雇用
者数／生産額）の積から求めている（図表 2）。バイ
オ医薬品産業の場合、医薬品部門の雇用は増大する
が、労働集約型のサービス部門における雇用が大きく
減少する。バイオエタノー ル産業とバイオポリマー産業
の場合、原材料を供給する農業部門における雇用が
増大する。また、バイオケミカル産業の場合、経済効
果と同時に化学を含む多くの部門で雇用も減少する。
この結果は、バイオテクノロジーを適用した新製品に
よる市場拡大よりも、プロセスイノベーションによる効
率化が進むというシナリオを反映している。
　全般的に、ドイツ国内ではバイオテクノロジー
産業が拡大すると、他の産業部門で経済・雇用効
果が減少する可能性が示されたとも言える。
トピックス5 将来のバイオテクノロジー産業がもたらす経済・雇用効果の推計
　ドイツのフラウンホーファーシステムイノベーション研究所は、2020 年のドイツ国内におけるバ
イオテクノロジー産業による経済・雇用効果を推定した結果を発表した。約 40 名の専門家の意見を
反映した基準的な将来シナリオと普及が大きく進むという将来シナリオに基づく産業連関分析によ
り、バイオ医薬品・バイオエタノール・バイオポリマ ・ーバイオケミカルの 4 産業について、その波
及効果を分析した。バイオ医薬品産業では医薬品部門の寄与が最も大きく、バイオエタノール産業と
バイオポリマー産業では原材料を供給する農業部門の寄与が大きい。また、バイオケミカル産業では、
新製品による市場拡大よりもプロセスイノベーションによる効率化の影響が大きい。
参　考　1）　S. Wydra, Production and Employment Impacts of Biotechnology -Input-output Analysis for Germany, 
Technological Forecasting and Social Change, 78（7）, 1200-1209, 2011.
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トピックス6 事前評価を経て審議に入ったEUの新しい研究枠組み計画
　欧州委員会は、欧州連合の現行の研究枠組み計画（FP7）の後継として、2014 年〜2020 年の研究・
イノベーション枠組み計画「Horizon 2020」を欧州議会および欧州連合理事会に提出した。この計画は、
経済成長戦略「Europe 2020」のイニシアチブの一つ「イノベーションユニオン」を推進するための
財政的仕組みであり、最大の特徴は、研究とイノベーションに関連する 3 つのプログラム、すなわち、
研究枠組み計画（FP）、競争力・イノベーション枠組み計画（CIP）のイノベーション支援部分、並
びに欧州イノベーション工科大学院（EIT）を統合的に推進することである。提出に先立ち、統合プ
ログラムとすることの是非について事前評価が行われ、EU として関与すべき事項の明確さ、EU の
卓越性への寄与、中小企業へのインパクト、経済社会効果などを分析した結果、「Horizon 2020」が
最も望ましい選択肢であり、コスト効率も良いとされた。
　2011 年 11 月末、欧州連合の第 7 次研究枠組み計
画（FP7）の後継として、2014 年〜2020 年の研究・
イノベーション枠組み計画「Horizon 2020」が欧州
委員会から欧州議会および欧州連合理事会に提出
され、共同決定手続きのプロセスに入った。提案
された予算総額は、800 億ユーロである。
　この枠組み計画検討のもとになっているのは、
2020 年までの 10 年間の目標を掲げた新しい経済成
長戦略「Europe 2020」である。この成長戦略では、
3 つの成長課題・5 つのテーマ・7 つの旗艦イニシ
アチブが設定されている。Horizon 2020 は、旗艦
イニシアチブの一つである「イノベーションユニ
オン」の推進のための財政的仕組みと位置付けら
れており、研究の卓越性のレベルを上げること、
主要な社会的課題に取り組むこと、競争力を最大
にすること、が主な目標として掲げられている。
　最も大きな特徴は、欧州連合における関連する
取り組みの統合的推進にある。新枠組み計画では、
別個に存在していた、研究開発に関する枠組み計
画（FP）、競争力・イノベーション枠組み計画（CIP）
の下でのイノベーション支援、バーチャルな研究・
教育組織である欧州イノベーション工科大学院
（EIT）の 3 つのプログラムを統合して推進するこ
とが提案されている。こうした統合は、統一的な
イノベーション推進ばかりでなく、手続き等の合
理化・簡素化という利点ももたらす。新枠組み計
画の名称は、これまでの名称を引き継ぐことなく、
募集により決定された。
　EU ではイノベーションギャップの克服が大きな
課題となっていることから、新枠組み計画の検討
においては、研究とイノベーションに関する政策
を統合して一つの枠組みの中で推進することの効
果についての事前評価が試みられた。EU 域内の付
加価値増大のための集中投資、結果指向性、他の
公的・私的ファンディングとのバランス、関連政
策の連携の観点を考慮して、以下に示す 4 つのシ
ナリオが設定され、比較検討が行われた。
　―現状維持：複数プログラムを並行して実施、
すなわち、既存の 3 プログラムをそのまま並行し
て継続させる。
　―現状の改善：複数プログラムを共通の枠組み
の下で調整しつつ実施、すなわち、既存の 3 プロ
グラムを並行して継続させるが、ゆるやかな調整
のメカニズムを設ける。各プログラムの実施手順
は簡素化されるが、共通する単一規則は設けない。
　―Horizon 2020：研究とイノベーションの単一
戦略、すなわち、既存の 3 プログラムを統合した
Horizon 2020 を推進する。
　―研究開発投資終止：EU レベルの研究開発投資
の終止、すなわち、EU レベルでの取り組みを止め、
各国が政策を推進する方向に向かう。
　4 つのシナリオに対して、EU として関与すべき
事項の明確さ、EU の卓越性への寄与の程度、中小
企業へのインパクト、経済社会効果などの項目毎
の分析が行われた。その結果、Horizon 2020 が最
も望ましい選択肢とされ、またコスト効率も良い
評価がなされ、今回の提案に至った。
参　考
「Horizon 2020」サイト：http://ec.europa.eu/research/horizon2020/index_en.cfm
「Europe 2020」サイト：http://ec.europa.eu/europe2020/index_en.htm
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科学技術動向研究
外国人研究者の寄与による
研究機関の生産性の向上
有賀　克彦
客員研究官
蒲生　秀典
グリーンイノベーションユニット
　大学も含め研究機関は、国外の
優秀な研究戦力を補充しなけれ
ば、国際的な競争に勝てなくなっ
てきている。外国人研究員の補充
に関しては、研究者の個人的な努
力の他、各種の制度による外国人
支援などの工夫がなされている
が、外国人研究者が自然に集まる
ことを待つような受け身の取り組
みは必ずしも実を結ばない。組織
的かつ積極的な取り組みと現実問
題に対応しうる細やかなノウハウ
の蓄積が必要である。現状では、そ
れらが知識体系としてまとめられ
ておらず、いつまでたっても暗中
模索の取り組みを繰り返している
データ、すなわち、外国人研究員
動向；キャリアパス：機関として
の研究成果の向上、および実地で
行われている外国人への対応をま
とめ、外国人研究者を惹きつける
研究機関の条件を抽出する。ま
た、高い外国人比率の実現と相関
して、被引用数などの研究の質が
上がっていることを検証すること
で研究機関の生産性向上について
述べる。さらに、東日本大震災前
後の外国人研究者の訪問状況や外
国人研究員の避難・復帰状況など
のデータを加え、緊急時に必要な
組織としての対応についても考察
する。
感がある。それらの問題を打開す
る方法の一つは、外国人研究者の
招致と育成に成功し研究の生産性
に成果を挙げている研究機関の成
功例を提示し、参考にすることで
あろう。
　例えば、（独）物質・材料研究
機構（NIMS）は日本の研究機関
の中で外国人比率が極めて高い
研究機関である。それは、「若手
国際研究拠点（ICYS）」とその
ノウハウを受け継いだ「国際ナ
ノアーキテクトニクス研究拠点 
（MANA）」の 2 つのプログラム
に因るところが大きい。ここでは、
これらのプログラムに関する数値
2-1
世界トップレベル
研究拠点の要件
〜米国調査から〜
　世界トップレベルといえる研究
機関・拠点の形成には、高い国際
性が必須であることが認知されて
いる。例えば、「米国の世界トッ
プクラス研究拠点調査報告書」1）
が、世界トップクラスの研究拠点
たるべき要件として最終的に導き
出した結論は、「世界中からトッ
プクラスの優れた人材をひきつけ
ることのできる力を持っているこ
と」である。本報告書によれば、
調査に関わった多様な特徴を持つ
研究拠点の代表者クラスが共通
して指摘した点は、「世界トップ
クラスの研究拠点とは当該国だけ
でなく世界中のトップクラスの優
秀な人材（研究者だけでなく技術
者・大学院生も含めて）が、その
拠点で研究をしたい、仕事をした
いと願うような魅力を備えている
こと」である。米国のトップクラ
スの研究拠点では、最優秀の人材
をスカウトし、採用した結果、国
1 はじめに
2 外国人研究者を増やすことの必要性と波及効果
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　本稿では、外国人比率の高い研
究組織を作るためのプログラム
として効果を挙げている「世界
トップレベル研究拠点（WPI）」
プログラムのうち、特に「国際
ナノアーキテクトニクス研究拠
点（MANA）」 お よ び、 そ の 前
身であった「若手国際研究拠点 
（ICYS）」を例として採り上げる。
まずは、これらのプログラムの目
的をそれぞれまとめる。
3-1
世界トップレベル研究拠点
（WPI）プログラムの目的
　日本において、世界トップレベ
ルの拠点を形成するものために、
WPI プ ロ グ ラ ム が 2007 年 に ス
タートした。詳細の説明は関連の
ウェブサイトの記載に譲るとして、
設立の目的をここに簡単に紹介す
る。「世界トップレベル研究拠点
プログラム委員会からのメッセー
ジ」では、本研究支援プログラム
に対して、次のような趣旨と期待
が述べられている3）。
　「優れた頭脳の獲得競争が世界
的に激化している中で、我が国が
科学技術水準を維持・向上させて
いくためには、優秀な人材の世界
的流動の「環」の中に位置づけら
れ、内外の研究人材が自然に蓄積
されていくような研究機関を我が
国にも作っていく努力が必要であ
る。本プログラムは、世界から第
一線の研究者が集い、異分野を
融合させて新しい学問分野を創造
する研究活動が行われ、優れた研
究成果を生み出す拠点として世界
的に高い評価を受けるような、い
わゆる「世界トップレベル研究拠
点」を我が国に作ることを目指
すものである。このような研究拠
点を作るためには、高い研究水
準（クリティカル・マスを越える
優れた研究者の物理的集合）と優
れた研究環境を整備する必要があ
り、日本が優位性を発揮できる分
野で優秀な研究者のクリティカ
ル・マスを構築するとともに既存
の制度に囚われない優れた研究環
境を実現する。」
3-2
国際ナノアーキテクトニクス
研究拠点（MANA）の目的
　WPI プログラムには、東北大、
東大、京大、阪大（後に九大も）
に加えて、独立行政法人としては
唯一、（独）物質・材料研究機構の
国際ナノアーキテクトニクス研
究拠点（MANA）が採択された。
MANA は、ナノテクノロジーと
物質科学における新しいパラダイ
ムを生み出す国際的な研究拠点を
生み出すことを目的としている。
本拠点の拠点長ビジョンでは、以
下の提言がなされている4）。
　「最近、ナノテクノロジーは本
当に期待どおりの発展を遂げてい
るのだろうかとの疑問が投げかけ
られているが、ナノテクノロジー
がナノサイエンスの域を脱して実
用にまでつながる本当のテクノロ
ジーとなるためには、何らかのブ
レークスルーが必要であるという
認識に基づいている。これまでの
ナノテクノロジーは、ナノスケー
2-2
地域の国際的活性化
〜つくば市からの期待〜
　外国人研究者を増やすことは、
その研究機関・拠点のみならず、
それを包括する地域にも利益をも
たらす。つくば市の「筑波研究学
園都市を国際拠点とするための
提言」2）によれば、「世界中から優
秀な頭脳を集めて、最先端の研
究成果を生み、その成果を活用し
際性が高くなるという結果を得て
いる。逆説的に言えば、国際的環
境のないところには世界トップレ
ベル拠点は形成し得ないと考えて
もよいだろう。したがって、世界
的な競争力を持つ生産性の高い研
究機関育成のためには、日本に
も「世界トップレベル研究拠点
（WPI）」のようなプログラムの推
進が必要なのである。
たビジネスを展開する」という手
法には、大きな成果が報告されて
おり、「事業を成功裏に進めるた
めには、優れた研究環境のみなら
ず、家族を含めた外国人研究者等
が快適に生活できる環境が不可欠
であることは常識となっている」
と述べられている。国際的な研究
拠点や機関を作ることは、研究の
生産性を上げるという特定の問題
に対処することにとどまらず、そ
れを抱える地域の要望や期待に応
えるという、より一般性の高い貢
献にも寄与する。
3 紹介する研究プログラムの目的
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◂✪ᶭ㛭 አᅗெ◂✪⩽ᩐ㸝≺㸞∸㈹࣬ᮞᩩ◂✪ᶭᵋ 585㸝≺㸞⏐ᴏᢇ⾙⥪ྙ◂✪ᡜ 394㸝භ㸞㧏࢙ࢾ࣭ࣜ࢟ຊ㏷ჹ◂✪ᶭᵋ 305 㸝≺㸞ᅗ❟⎌ሾ◂✪ᡜ 031㸝≺㸞㎨ᴏ࣬㣏ဗ⏐ᴏᢇ⾙⥪ྙ◂✪ᶭᵋ 64 㸝≺㸞ᅗ㝷㎨ᯐỀ⏐ᴏ◂✪ࢬࣤࢰ࣭ 51 㸝≺㸞㎨ᴏ⏍∸㈠″◂✪ᡜ 82㸝≺㸞㎨ᴏ⎌ሾᢇ⾙◂✪ᡜ 81㸝≺㸞ᅰᮄ◂✪ᡜ 21Ẵ㇗ᖿẴ㇗◂✪ᡜ 01㸝≺㸞᲻ᯐ⥪ྙ◂✪ᡜ 6㸝≺㸞ᘋ⠇◂✪ᡜ 3ᅗᅰஹ㏳┤ࠈᅗᅰᢇ⾙ᨳ➿⥪ྙ◂✪ᡜ 1ᅗᅰஹ㏳┤ࠈᅗᅰᆀ⌦㝌 1 㸝◂ಞ⩽ࢅ㝎ࡂ㸞
図表 1　つくば市の公的研究機関における外国人研究者数（平成 23 年 3 月現在）
出典：筑波研究学園都市「外国人研究者等調査報告書」5）
ルの限られた空間における少数
の原子や分子に対して行われたも
のであり、実用材料に供するよう
な大きな意味のあるスケールでの
実践が行われてこなかった。後者
の目的にとっては、加工の方法を
より大きいスケールにまで適用可
能にすること、また個々の機能分
子や機能構造を有機的に集積しか
つ互いにリンクさせること、そし
てそれによって実用可能な機能
をシステムとして発現させるこ
とが必要とされる。本拠点のビ
ジョンとして、そのような技術
体系をナノアーキテクトニクス
（Nanoarchitectonics）という語で
表現し、本研究拠点においてその
開拓を目指す。これらの技術開発
に基づき、材料研究の新しいパラ
ダイムを切り拓き、21 世紀の持続
可能な発展にとって必要な新技術
の開発を可能にする革新的材料を
この研究拠点において開発する。」
3-3
若手国際研究拠点
（ICYS）の目的と意義
　上記 MANA プログラムの前身
として、（独）物質・材料研究機構
では 2003 年から若手国際研究拠
点（International Center for Young 
Scientists, ICYS）というプログ
ラムを遂行しており、MANA プ
ログラム運営の基礎を築いた。
ICYS プログラムは、国籍にとら
われない若手有能研究者の育成に
取り組んだが、その目的とすると
ころは以下のものであった。
　「本プログラムは、2003 年度の
戦略的研究拠点育成プログラム
（Super–COE）課題として採択さ
れたが、世界各国から独創性に富
んだ若手研究者が一堂に会して、
国籍や言葉の違いを超えて、自分
の研究アイディアで自立的に研究
に没頭できる魅力的な環境を構築
することにより、それらの若手研
究者がその能力を最大限に発揮し
て、異分野や異文化の融合による
画期的な研究成果を生み出すこと
を目的とした。」
　つまり、MANA がナノテクノ
ロジーと物質科学の世界的拠点を
国際性高い環境下で実現すること
を目的とするのに対し、そのもと
になった国際的な人材の採用と育
成のノウハウを育てたのが ICYS 
プログラムであると言える。
4-1
外国人比率の向上
〜つくば市の研究機関の
外国人比率〜
　まず、客観的な事実のはじめと
して、つくば市の公的研究機関の外
国人研究者数を図表 1 に示した。
　図表 1 によれば、研究機関の規
模にも依存するが、（独）物質・材
料研究機構（NIMS）、（独）産業技
術総合研究所（AIST）、（共）高エ
ネルギー加速器研究機構（KEK）
の外国人研究者数が目立って多い
ことがわかる。比較的限られた範
囲の課題を対象とする機関や日本
の国土や気象を対象とする機関に
対し、科学技術全般を対象として
いる AIST、多くの対象に広く適
用されうる独自技術・施設をもと
にしている KEK、世界各国が取
り組む課題（物質科学やナノテ
クノロジー）を対象としている
NIMS では、比較的、外国人を受
け入れやすいと考えられる。ただ
し、AIST の研究者総数は NIMS
の 3 倍ほどであり、外国人研究者
比率においては後者が圧倒的に高
い。ともに幅広い領域の科学を
対象としながら、NIMS が高い外
国人研究者比率を示すのは、図
表 2 に示すように、ICYS および 
MANA プログラムがあるからで
ある。MANA 内部に限ると、外
国人研究者の比率は 50% を超え
ており、研究者の半数以上が外国
人、という状況にある。おそらく、
4 研究プログラムの成果を示すデータ
13
外国人研究者の寄与による研究機関の生産性の向上
科 学 技 術 動 向　2012年 3・4月号
図表 2　NIMSにおける外国人研究者比率の推移（A）とMANAの研究者数の内訳（B）
（注：ICYS は、2007 年後期より縮小した後、MANAの一部となった）
科学技術動向研究センターにて作成
プログラム名：MANA, 国際ナノアーキテクトニクス研究拠点；ICYS, 若手国際研究拠点
このような環境は日本国内の他の
研究機関には見られないものと想
像する。このようなデータから、
ICYS および MANA の両プログ
ラムが、外国人研究者比率向上に
おいて、日本の他所にはみられな
いような大きな役割を果たしてい
ることがわかる。
4-2
研究アクティビティー
の向上
　このように、外国人研究者の比
率が多い環境が、研究の生産性向
上に結びついている現状をいくつ
かの具体的な数値データから実証
したい。図表 3 には、ホスト機関
である NIMS の材料科学分野に
おける被引用数（Citation）の世
界順位を示したものである（トム
ソンロイター社 Essential Science 
Indicator による）。外国人研究者
を増加させるためのプログラム
ICYS が開始される前の世界ラン
キングは、18 位にすぎなかった
が、ICYS に引き続き MANA が
開始され軌道に乗った直近の 5 年
間の研究機関別被引用数で NIMS
は世界 4 位にランクされた。な
お、 図 表 3 中 Chin. Acad. Sci. と
Max Planck Society は 研 究 機 関
の組織・集合体であり、NIMS の
ような単独の研究機関ではない。
したがって、実質的な意味では、
世界の研究機関として、NIMS は
MIT（マサチューセッツ工科大）
に次ぐ、世界第 2 位に位置すると
いってよい。
　図表 4 には、その内訳を示す
ことによって、NIMS 全体への
MANA プログラムの貢献度を示
した。MANA が開始された 2007
年 以 降 に NIMS か ら 発 表 さ れ
ている論文の 38%、被引用数の
52% が MANA からの寄与である
（図表 4（A））。また、被引用数
の高い論文上位 31 報のうち 22 報
が MANA からのものである（図
表 4（B））。MANA に所属する研
究者数の比率（18％）からすると
MANA の引用度への寄与は非常
に大きいと言える。
　このようなデータは、外国人研
究者数を積極的に採用しているプ
ログラムが、組織の業績向上に大
きく貢献していることを示してい
る。単に外国人比率が高いという
表面的な数字にとどまらず、その
研究の質にも確実に影響を与えて
い る。MANA や ICYS で は、 研
究員採用にあたって、インパクト
ファクターの高い論文を筆頭著者
で出しているかなどの基準を設
け、生産性の高い能力のある研究
者を優先的に採用している。しか
も、選択肢を国内にとどめず、国
際的に広げることによって、国内
外に関係なく能力の高い研究者を
集める機会を格段に増やしてい
る。つまり、外国人研究者を増や
す（国際的にする）ことは、全体
（平均）構成研究員のレベルを挙
科 学 技 術 動 向　2012年 3・4月号
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)1102.naJot7002.naJ()4002.ceDot4991.naJ(
 Institute Citation  Institute Citation 
1 Max Planck Society 25739 Chin. Acad. Sci. 45576 
2 Tohoku Univ. 23891 Max Planck Soc. 16318 
3 MIT 18568 MIT 11514 
4 UC Santa Barbara 17338 NIMS 11266
5 Penn. State Univ. 15503 Natl. Univ. Singapore 11209 
6 Chin. Acad. Sci. 15101 Tsing Hua Univ. 10436 
7 Univ. Cambridge 14977 Tohoku Univ. 10291 
8 Kyoto Univ. 13301 Georgia Tech. 9463 
9 Osaka Univ. 12575 Ind. Inst. Tech. 9459 
10 Russ. Acad. Sci. 12556 Univ. Manchester 9197 
......
......
...... 
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(A) NIMS ධమࡡㄵᩝᩐ࣬⿍ᘤ⏕ᩐ࡞ᑊࡌࡾ MANA ࡡᐞ୙⋙㸝2007㹳2010ᖳ㸞㻕㻓㻓㻚 㻕㻓㻓㻛 㻕㻓㻓㻜 㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻓㻚㻐㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻓㻚 㻕㻓㻓㻛 㻕㻓㻓㻜 㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻓㻚㻐㻕㻓㻔㻓㻈㻘㻙㻈㻙㻙㻈㻖㻙㻈㻜㻙㻈㻛㻙㻈㻘㻘㻈㻖㻙㻈㻛㻘㻈㻚㻗㻈㻜㻗㼜㼕㼗㼖㼌㼐㼈㼋㻦㻰㼄㼗㼈㼕㼌㼄㼏㼖㻃㻶㼆㼌㼈㼑㼆㼈 㻖㻕㻈 㻖㻕㻈 㻗㻓㻈 㻗㻗㻈 㻖㻚㻈 㻖㻖㻈 㻗㻘㻈 㻗㻜㻈 㻘㻘㻈 㻘㻔㻈㻈㻛㻘㻈㻛㻘㻈㻓㻙㻈㻗㻘㻈㻖㻙㻈㻓㻖㻈㻜㻕㻈㻗㻖㻈㻛㻕㻈㻜㻕㼖㼆㼌㼖㼜㼋㻳 㻈㻕㻘㻈㻖㻘㻈㻔㻘㻈㻜㻗㻈㻛㻗㻈㻛㻖㻈㻖㻗㻈㻔㻗㻈㻖㻖㻈㻖㻖㼏㼄㼗㼒㼗 ฦ㔕 ㄵᩝ⿍ᘤ⏕௲ᩐㄵᩝᩐ
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図表 3　物質科学分野における被引用数の世界ランキング（組織名は略称）
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図表 4　NIMSの発表論文に見るMANAの寄与
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 (A) ICYS ࠾ࡼࡡ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈ ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈࡡᩐᾇአ ᅗහ◂✪ᶭ㛭 ኬᏕ࣬௺ᴏ NIMS ࣂ࣭ ࣏ࢾࣤ ࢹ MANA ◂✪ဤ NIMS ࣎ࢪࢺࢠᖲᠺ 16ᖳᗐ 3 0 0   ᖲᠺ 17ᖳᗐ 9 0 3 5  ᖲᠺ 18ᖳᗐ 4 3 1   ᖲᠺ 19ᖳᗐ 16 1 3 2  ᖲᠺ 20ᖳᗐ 2     ᖲᠺ 21ᖳᗐ 2  1 1  ᖲᠺ 22ᖳᗐ 8  2  2 ゛ 44 4 10 8 2 
(B) MANA ࠾ࡼࡡ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈ ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈࡡᩐᾇአ ᅗහ◂✪ᶭ㛭 ኬᏕ࣬௺ᴏ NIMS ࣂ࣭ ࣏ࢾࣤ ࢹ MANA ◂✪ဤ NIMS ࣎ࢪࢺࢠᖲᠺ 20ᖳᗐ 4     ᖲᠺ 21ᖳᗐ 7 2 1   ᖲᠺ 22ᖳᗐ 22 2 2 1 4 ᖲᠺ 23ᖳᗐ 13 4 1 2 1 ゛ 46 8 4 3 5 
図表 5　ICYSとMANAからのキャリアアップ（外国人を含む全ての研究者が対象）
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げることにつながっている。
　もう一つ特筆すべきことは、外
国人研究者は共同研究を積極的に
行うことである。これは、図表 5
（B）の上位論文の多くが、多国
籍の共著になっていることからも
明らかである（上位 31 報中、20
報が多国籍で 2 報が外国人単著で
ある）。組織内外を問わず研究の
流動性を高めるという面において
も、多国から流入した戦力は大き
な寄与をしていることを示す。こ
のような点が、日本人研究者のレ
ベルアップにもつながることは十
分に期待できるところである。
4-3
外国人研究者の
キャリアパスの改善効果
　他国で働く外国人研究者は、本
国で働く者に比べて流動的であり、
研究プログラムでの研究を終えた
後に自他の機関の別のポジション
へと移るケースが多く見られる。
逆に言うと、このようなキャリア
パスの充実がない限り、外国人研
究者を責任を持って受け入れるこ
とができない。図表 5 には、ICYS
および MANA のキャリアパスの
現状を示した。ICYS や MANA に
在籍した研究者は、外部機関への
栄転に加えて、ホスト機関である
NIMS 職員としての採用もみられ
る。特に後者は、ICYS や MANA
が NIMS 内のテニュアトラック充
実の役割を果たしたことを示す。
　このように、在籍者のキャリア
アップが順調なことに背景には、
（i）採用時に業績や能力が高いこと
を条件として選抜・採択しており、
かつ、以降のジョブハンティング
においても競争力の高い人材を
雇っている；（ii）本プログラムで採
用された研究者は研究期間内にも
優れた業績を残すことが多い；（iii）
彼らの共同研究者であるシニア研
究者やプログラムのアドバイザー
が当該分野の有力研究者であるこ
とが多いため、コネクションに
よって就職を斡旋できる、といっ
た要因があるものと考えられる。
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　ここでは、プロジェクトにおい
て実際に何が行われているか、特
にどのような要因が外国人研究者
を組織に留め、生産性の向上につ
ながっているのか、という視点
で、実際に方策として行われてい
ることとともに、形には表れない
実質的な要因についても言及して
みたい。
　ICYS および MANA は以下の
三つの方策によって、外国人が活
動しやすい環境を提供している。
まずは、一般的な試みを列挙す
る。（外国人生活支援詳細に関し
ては参考文献6、7）を参照していた
だきたい。）
5-1
一般的な国際化の試み
5–1–1　国際的環境で快適な
研究・生活をしても
らう
・MANA 事務部門の国際性（つく
ばにおける国際経験のある人材
の豊富さ、ICYS 時からの外国人
対応のノウハウの蓄積）
・英語による定期オリエンテー
ション・ラボツアーの実践
・（社）科学技術国際交流センター
（JISTEC）との契約による生活
立上げ支援（外国人登録手続
き、銀行口座開設、住居の紹
介、契約の立会い、病院付き添
い、緊急時対応、等）
・外国籍研究者用住居の充実（二
の宮ハウス、竹園ハウス）
5–1–2　国際的環境で言葉の
障壁をなくす
・英語の公用語化（セミナー、会
議、合宿、等、英文 E メール、
掲示・表示）
・英語のイントラネット（Infor- 
mation for Foreign Resear- 
chers、External Grants, etc.）
・書類の英語併記（NIMS ガイド
ブック、Document Form（様式
集））
・NIMS 事務職の国際化（TOEIC
受験、スクーリング付通信教
育、海外語学研修（モンタナ州
立大学語学研修、6 週間）、イ
ンターン研修（UCLA、6 ヶ月））
5–1–3　国際的環境で日本を
知ってもらう
・日本語教室の設置（入門クラス、
初級クラス）
・日本文化教室の設置（空手、折
り紙、浴衣、鍼灸、和太鼓、茶
道、俳句、篆刻、風呂敷、藍
染・雛祭り）
5-2
より優秀な外国人の
維持確保
　次に、より優秀な外国人研究
者を維持確保するための施策を、
「外国人研究官を集められる理
由」、「外国人研究官を留めておけ
る理由」、「研究者全体に対する研
究組織の取り組み」に分類して列
挙する。
◎優秀な外国人研究者を集められ
る理由
・NIMS は物質科学・ナノテクノ
ロジーに関して日本の代表格の
組織であり、外国人を含めての
応募者が多い。
・当該分野の有力研究者を主任研
究者にすえているので、海外か
らの交流・応募が多い。
・Nature 等の有名誌での広告掲
載や学会でのロビー活動が熱心
に行われている。
・分野の有力者をアドバイザーに
おいており、組織の格式が国際
的に認知されている。
・以前に在籍した外国人研究者か
らの紹介が多い（良い評判・良
い継続的なコネクション）。
・Open Research Institute, Intern-
ship Program という制度によ
り、外国の教員や大学院生を短
期で招聘している。この交流に
よる応募者もある。以前の在籍
者が、このプログラムで再来日
することもある。
・WPI プログラムには、各拠点
外国人比率を 30% 以上にする
という努力目標がある。
◎優秀な外国人研究者を留めてお
ける理由
・全体的に研究レベルが高いため、
在籍中に研究成果が出やすい。
・事務系が完全にバイリンガルで
あり、生活の問題に至るまで十
分にケアされる。
・上記のケアにより、ホスト研究
者などは不必要に外国人のこと
で煩わされない。結果として、
ホスト・ゲスト双方の関係がよ
く保たれる。
・外国人研究者は研究に専念で
きる。
・既に外国人が多いことにより、
おたがいに助け合う自然の繋が
りが生まれている。外国人は少
数だと手がかかるが、ある程度
以上になると、自助効果によっ
て手間がかからない。
・日本人研究者も、能力の高い外
国人研究者とともに働くことに
メリット（研究の質の向上な
ど）を感じている。
・現時点では、給与に関して円高
のメリットがあるかもしれない
（ICYS 研究者の給与は高めに
設定されていたが、MANA ポ
5 数値に表れないノウハウの紹介
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図表 6　震災における外国人数の推移：震災前後でのMANAへの外国人訪問者の変
化（A）とMANAにおける震災後の外国人研究者数の変化（B）
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スドクの給与水準は通常ポスド
ク並みに戻された。その影響は
少ないが、円高が相殺した可能
性もある）
◎研究者に対する研究プログラム
の取り組み
・ノーベル賞受賞者を含む著名な
研究者との定期的ディスカッ
ションや研究交流の機会がある。
・外部研究者を含むダブルメン
ター制度・有名研究室への派遣
制度がある。
・定年制研究者に対しては、研究
業績の年次評価と賞与への反映
がある（これは NIMS 全体が対
象）。実力と給与が連動している。
・グランドチャレンジプログラム
など内部提案型の研究ファンド
制度がある。これは、日本の競
争資金獲得に不利な外国人研究
者の救済になりうる。
　外国人研究者が我が国に本当に
惹きつけられたかということを推
し量る一つの試金石として、昨
年の大震災後の外国人の動向が
ある。それを定量的に示すため
のデータを図表 6 に記した。図
表 6（A）は震災前年の 2010 年の
4〜9 月に訪問した外国人数と震
災後の 2011 年の 4〜9 月の外国人
訪問者数の比較である。研究者に
おいても一般の外国人客の動向と
同じで、2011 年に外国人の訪問
数は激減している（特に、欧米系
が著しい）。一方、図表 6（B）は
MANA における外国人数の変移
である。震災後 1 週間において
外国人数は 30% に落ち込んだが、
これは各国からの避難勧告などの
影響が大きい。しかしながら、震
災後一ヶ月には約 80% の外国人
研究者が復帰し、六ヵ月後には震
災前に在籍した 114 名のうち 102
名が復帰している。離職者の中に
は、震災後の 3 月末に任期満了に
なったものも含まれており、ほぼ
全員が復帰したことになっている。
　以上のデータが示すことは、海
外にいて報道的な情報のみ入手し
うる外国人は来日をあからさまに
拒否したが、一度日本の生活を知
り、人的なコネクションができた
者は、震災という非常事態があっ
たとしても、日本に定着する傾向
が強かったという事実である。
　なお、つくば市の「筑波研究学
園都市を国際拠点とするための提
言」2）によれば、地域的な傾向お
よび対策に関して、下記の特徴が
まとめられる。これは、つくば市
全体の研究機関に関する情報であ
るが、MANA も同様な傾向およ
び、これらの対策の好影響を受け
たと考えられる。
○外国人帰国の主な理由：
・震災・原発事故からの避難（出
身国大使館の指示等）
・断水・物資不足などにより通常
生活ができないこと
・研究施設・機器の損傷により研
究継続ができないこと
○外国人復帰の主な理由：
・つくば地域の環境放射線データ
による安全の確認（公的機関周辺）
・上水道および物資購入の復旧状
況の確認
・各種業務再開の確認
○外国人に対し採られた措置
・ラジオつくばの 6 ヶ国語放送
（つくば市の委託による、英・
中・ポルトガル・スペイン・韓
国・アラビアの各語、3 月 17
日―4 月 15 日、放射線情報や生
活情報（水、食品の購入など））
・放射線安全に関する英語の講演
会（オープン）の開催
・各研究機関のホームページ等に
よる情報の提供
・外国人も含めた市民向け避難所
の開設
・安否の確認（各機関による）
6 震災の影響　〜未曾有の災害後でも外国人比率を保てるか〜
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　本稿では、（独）物質・材料研究
機構（NIMS）が推進する世界ト
ップレベル拠点（WPI）プログラ
ムの国際ナノアーキテクトニクス
研究拠点（MANA）、およびその
前身であった若手国際研究拠点 
（ICYS）における活動を例にと
り、外国人研究者の受け入れと研
究に関してデータをいくつか解析
した。その結果、下記の点が明ら
かになった。
1）これら研究プログラムの適用
によって、外国人比率を大幅に増
やすことが可能であったこと（半
数以上を外国人とすることが可能
であった）。
2）これらのプログラムによって、
ホスト機関の世界ランク（論文の
被引用数）が大幅に向上し、それ
らの半分以上は人数的に 1/5 に過
ぎない MANA プロジェクトが担
っていること。
3）これらのプログラムが研究員
の良いキャリアパスとして機能
し、国内外の研究機関への栄転や
ホスト機関への定年制職員として
の採用が促進されていること。
4）震災後に外国からのビジター
が激減する中、これらのプロジェ
クトでは外国人研究官の職場復帰
が 90％以上なされたこと。
5）これらの成果の影には、外国
人にとって快適な生活を提供し、
言葉の壁を排し、日本の文化を知
ってもらうという努力がある。
　これらはまだ端緒についた試み
であり、一般化して言及するのは
時期尚早かもしれないが、非常に
参考となる例であることは確かで
ある。日本の研究機関の世界の中
での存在感の低迷や新興国からの
追い上げが危惧されているが、こ
のように国際的な環境を整備する
研究プロジェクトをさらに推進す
ることにより、日本の他の様々な
研究機関でもランクアップが期待
される。我が国は、研究機関の国
際的交流環境の整備を戦略的に進
めることにより、日本の基礎研究
の国際的な競争力向上に努めるべ
きである。
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科学技術動向研究
非常食から被災生活を
支える災害食へ
　平成 23 年 3 月 11 日、三陸沖で
発生したマグニチュード 9.0 の東
北地方太平洋沖地震は、8県に震
度 6弱以上の揺れをもたらし、想
定を大きく超える高さの大津波を
引き起こし、さらには原子力発
電所事故を伴い、死者 15,854 人、
行方不明者 3,276 人（平成 24 年 3
月 1 日現在）にも及ぶ東日本大震
災となった1）。
この震災による被災者数は平成
23 年 3 月 14 日時点で約 47 万人
となり2）、被災地では被災行政職
員による応急活動のほかに自衛
隊・消防・警察・海上保安庁によ
る救出・救助活動、医療機関によ
る応急医療活動、ライフラインの
復旧活動などが行われ、その従事
者数は十数万人／日に及んだ。こ
れらの生活や活動を支える食料
は、1日 2食としても、少なくと
も 1日に 120 万食が必要であっ
た。政府の緊急災害対策本部は、
被災地が広範囲におよび地方公共
団体が機能低下したことから、生
活必需物資の調達・輸送を直接実
施した。また、救出などの活動に
従事する各組織も生活物資を緊急
に手配した。特に津波の被災地で
別府　茂
客員研究官
中沢　孝
ライフイノベーションユニット
は住民の備蓄や流通在庫も流出
し、通信の不通に加えて道路の損
壊が広範囲となった上に、燃料不
足が発生したことで外部支援も遅
れ、被災生活や災害応急活動を支え
る食料の供給には困難を生じた。
　これまで災害対策の一つとし
て、食料の 3日間程度の備蓄が奨
励されている3）。備蓄に適した食
料は、常温保管可能で賞味期間が
長いという特性を持つ非常食（非
常用食品）であり、被災直後に外
部支援が来るまで被災者が持ちこ
たえるためのものという概念が強
い。しかし、これまでの非常食は
地震災害において多くの課題があ
ることが指摘されていた。阪神大
震災後には、賞味期間の長さが災
害前の期間における備蓄の便利さ
のみで決められ、ライフラインの
ない被災地での被災生活や救援活
動に役立つ視点が不足しているこ
とが指摘されていた。また、新潟
県中越地震および新潟県中越沖地
震後には、被災者に配布される食
品に、量的問題だけでなく温かさ
や食品の多様性（同じものを食べ
続けると苦痛）などの質的内容へ
の配慮が必要であることが判明し、
要援護者の食援護にはニーズに対
応した食品の提供が必要であるこ
とが浮き彫りになった4）。さらに
東日本大震災後には、被災者数の
増大と孤立地域での被災生活が長
期化し、量と質双方にかかる栄養
不足が指摘された5）。
　日本では今後も地震災害の発生
が続くと想定されている。これま
での非常食のあり方、備蓄の考え
方、地震発生後の対応方法では対
応できない課題も多く、被災生活
における健康面での二次災害防止
と復旧を支援するという目的に
沿って、非常食の概念を見直す必
要がある。被災地の食事には、食
料だけでなく水と加熱という条件
の検討が不可欠であり、ライフラ
イン途絶による水や湯の入手不能
の影響も考慮し、食料を具体的、
段階的に検証しなくてはならな
い。その上で、家庭や企業による
自助の備蓄、行政による公助の備
蓄と支援の在り方を踏まえ、これ
までの非常食という概念からから
被災生活を支える災害食（災害対
応食品）の概念に変更した減災対
策を考えていきたい。
1 はじめに
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　阪神・淡路大震災および東日本
大震災における最大避難者数（避
難所での生活者数）はそれぞれ
32 万人および 47 万人であり、今
後起こりうるとされる東海地震、
東南海・南海地震、首都直下地震
等が発生した場合には、ピーク時
に一桁多い 190 万人から 700 万人
の避難者が発生することが想定さ
れている。食料についても、東日
本大震災では 1週間で約 840 万食
が必要であったが、首都直下地震
が起きた場合、1週間に 7,500 万
食が必要になると想定されている
（図表 1）。
　また、阪神・淡路大震災、東日
本大震災における避難者数のピー
クはそれぞれ震災発生 1週間後、
3日後であったが、半年あるいは
それ以上の期間に渡って被災生
活を継続せざるを得ない人もいる
（図表 2）。
図表 1　大規模災害の被害（実績および想定）
図表 2　阪神・淡路大震災・東日本大震災・中越地震における避難者数の推移
参考文献2、6、7）を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献2）
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図表 3　阪神・淡路大震災と東日本大震災におけるライフライン復旧の経緯
出典：参考文献9）
83 日、東日本大震災で 44 日を要
した。
　水道については、阪神・淡路大
震災で完全復旧まで約 3か月間、
東日本大震災の場合は、壊滅的な
被害を受けたために、1年後でも
完全復旧が達成されていない地域
がある8）。
　食料の備蓄は、ライフラインが
被災後速やかに復旧するとの前提
に立っており、例えば喫食のため
に湯の必要な食料の備蓄も行われ
ている。しかし、大都市や広域の
大規模災害が発生した場合はライ
フラインの復旧に長期間を要し、
その前提が崩れる懸念がある。
　災害対応という観点から見た
「食」を、状況の懸念と備蓄食料
の問題に分けて考える。
3-1
食をとりまく懸念
（1）ライフライン復旧遅れの懸念
　電気については、阪神・淡路大
震災時は 5日間で完全復旧した
（図表3）。東日本大震災において
は 5日間で復旧率 90％に達した
ものの、完全復旧までには 1か月
以上を要した。一方、ガスの復旧
については、阪神・淡路大震災で
（2）救援食料遅延の懸念
　阪神・淡路大震災の避難所にお
ける弁当の配給状況（図表 4）を
見ると、震災の 1週間後から弁当
の配給人数が宿泊者数を上回って
いる。これは自宅に残った被災者
が備蓄を食べ尽くして、避難所に
弁当を受け取りに来たためと考え
られるが、その数がピークに達す
るのは震災から 1か月以上経った
2月 28 日である。つまり、阪神
大震災においては、少なくとも自
宅に残った被災者の中に、1か月
以上経った後にも、自活に必要十
分な食料が入手できなかった人々
が多数いることを示している4）。
　東日本大震災においては、ライ㜨♼䝿Ὲ㊨ኬ㟀ⅇ㻃
᮶᪝ᮇኬ㟀ⅇ㻃
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3 災害時における「食」の問題点
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参考文献4）より
図表 4　阪神・淡路大震災における避難者数の計測
図表 5　地方自治体の備蓄食品（現物備蓄）の例
参考文献4、10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
3-2
備蓄食料の問題点
3–2–1　区分
　災害等に備えて備蓄されている
食料（非常食）は、喫食の容易さ
の違いなどから以下のように区分
することができる。
区分A：調理不要かつ単独で食べ
られる食品
粥やゼリー飲料などの
ように保存状態のまま
で喫食することが可能
かつ嚥下しやすく、喫食
時に飲料等を必要とし
ない食品。
区分B：調理不要かつ、喫食時に
フラインが回復して物理的には食
料が輸送できる状況になってから
も食料の配布調整がうまくいか
ず、必要な場所に必要な食料が届
かないケースが多発した。被災地
外からの救援食料の内、おにぎり
やパンなどの消費期限の短い食品
について、道路の損壊や渋滞など
で被災地に届くまでに時間がかか
り、目的を達することができない
状況も発生した。
　このように大都市や広域で発生
する大災害においては、食料を含
む救援物資が被災者に行き渡るま
でに長時間かかる恐れがあり、備
蓄食料が十分でない場合は食料不
足になる恐れがある。
飲料等が必要な食品
パンやクラッカーなど
のように、保存状態のま
まで喫食する食品であ
るが、喫食時に飲料を
必要とする食品。一部の
調理不要な副食の缶詰・
レトルト食品や水を加
えるだけで食べられる
乾燥食品（例：フリーズ
ドライの餅）も含まれる。
区分C：お湯を加えるか湯せんし
て食べる食品
多くのフリーズドライ
食品やアルファ化米の
ように喫食時にお湯を
加えるか、また、レト
ルトカレーや各種のレ
トルト惣菜などのよう
に湯煎して食べる食品。
湯を注いで食べるカッ
プ麺も含まれる。
区分D：加熱調理が必要な食品
精米やスパゲッティな
どのように、熱源を用い
て加熱調理を行う必要
がある食品。
　地方自治体の備蓄食品の例（図
表 5）をみると、区分Aの食品と
しては、缶詰の粥が幾つかの自治
体で備蓄されており、区分Bの
食品としては、伝統的な乾パンを
備蓄している自治体が多い。区分
Cの食品としては、調理済みの米
飯を熱風乾燥して長期保存可能な
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図表 6　都道府県別の食料備蓄状況
参考文献11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
凍結乾燥（フリーズドライ）法に
よって極限まで水分を減らし、特
殊な缶に詰めることによって超長
期保存（常温で 10 年間）を可能
にした缶入フリーズドライ非常食
が幾つかの自治体で備蓄されてい
る。乳幼児用の粉ミルクを備蓄し
ている自治体もある。区分Dと
しては米を備蓄している都道府県
が多い。区分B～Dのような食品
に対しては、それを喫食するため
に必要十分な量の水を同時に備蓄
する必要があるが、セットで備蓄
がされていないケースも見受けら
れる。
3–2–2　食料の備蓄の問題点
（1）備蓄量の絶対量が少ない
　消防庁が調査した全国の都道府
県および市区町村における食料
の現物備蓄の現状10）（平成 23 年 4
月 1 日現在）によれば、最も多く
備蓄されているのは乾パンで、約
1,230 万食、次いで缶詰（主食・
副食）が 485 万食、インスタント
麺が約 130 万食となっている。
　乾パンと缶詰についての備蓄状
況を見ると（図表 6）、乾パンは
平均すると日本人の人口に対して
10%弱の割合で備蓄されている。
自治体によって対応はまちまちで
あり、乾パンを全く備蓄していな
い自治体もあるが、東京都は都民
の人口の 30％以上分の乾パンを
備蓄している。缶詰についても、
全く備蓄していない自治体もある
が、静岡県は県民人口の23%分の
缶詰を備蓄している。
　一般的に、備蓄量については、
人口に対してある割合の被災者を
想定して、その人数× 2～3食分
の備蓄を行って被災直後のニーズ
を満たし、それ以降は流通備蓄や
外部からの援助を利用しようとす
る考え方がとられている。
　一方、東日本大震災において避
難者数が最大であった宮城県の避
難者数の変動を見る（図表 7）と、
ピークが震災 3日後で約 32 万人
（人口の約 13.7％）、震災後 2週間
の累計としては 222 万人（人口の
約 95%）に達した。これを市の
単位で見ると、避難者の割合が最
も多かった石巻市で震災 3日後に
注1　本レポートでは議論の対象とはしないが、人間の生存にとって水分の補給は食品以上に重要であり、災害
に備えた飲料水等の備蓄には万全を期す必要がある。
また、備蓄の形態として「現物備蓄」と「流通備蓄」がある。現物備蓄が文字通り当事者が備蓄倉庫など
に現物の食料を備蓄するのに対して、流通備蓄は災害等の発生時に業者の保有する在庫の食品の提供を受
けることを、予め自治体と業者間で契約を交わすものである。本レポートでは原則として前者の現物備蓄
を対象に議論している。流通備蓄を行っている自治体も多いが、東日本大震災のような大きな災害の場合は、
流通が止まってしまったり、業者の倉庫自体が被害を受ける可能性があることから、備蓄として機能しな
いリスクがある。
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（各数値は都道府県の備蓄と市区町村の備蓄の合計を示す。なお、岩手県・
宮城県・福島県についてはデータがない）
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図表 7　東日本大震災避難者数の変動（人口比率、宮城県の場合）
参考文献12）を基に科学技術動向研究センターにて作成
約 11 万人（人口の約 69%）、2週
間の累計で約 57 万人（人口の約
368%）に達した。
　今後想定される首都直下地震や
東海・東南海地震の場合は、数
百万人オーダーの避難者が発生す
ることが予想されている（図表 1）。
外部からの援助が届くまでの当座
の必要量に限ってみても、現状の
備蓄量では不足に陥ることは明ら
かである。
　現在は、コスト低減などの観点
から小売店舗や流通倉庫の食品の
在庫は低めに抑えられており、災
害発生直後の生活を支えるのに適
した食品は少ないため、備蓄食料
以外からの補充はあまり期待でき
ない。
　家庭での備蓄に関しては、東日
本大震災前に行われた調査13）に
よれば、災害を想定して食料の備
蓄を行っている世帯は 4軒に 1軒
であり、その半数以上は 1～2日
分の備蓄を行っているにすぎない
（図表 8）。
　東日本大震災後に新聞社が実施
した世論調査の結果によれば、特
に東北地方や隣接地域においては
飲料水や食料などの備蓄を行って
いる世帯は 50％強にまで増加傾
向にある。しかし、備蓄世帯の割
合においても、備蓄の内容におい
ても、家庭での災害対応は十分で
あるとは言えない。
　日本において企業や学校におけ
る備蓄はまだ少ない15）が、BCP
（事業継続計画）の一部として必
要性についての認識は高まりつつ
ある。また、東京都は帰宅困難者
対策として企業に備蓄を義務付け
るための条例を検討中である。
図表 8　日本の家庭における食料の備蓄状況
参考文献13）を基に科学技術動向研究センターにて作成
参考文献14）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 9　スイスの家庭における食料の備蓄状況
注2　海外の例ではスイスにおける備蓄が充実している。食料自給率の低いスイスは、有事に海外からの食料の
供給がストップした場合を想定して備蓄を行っている。備蓄は連邦政府と食料を輸入する民間企業間の契
約により運営されている「責任在庫」（国民全員の 4か月分の食料、対象は砂糖・米・食用油・コーヒー・
小麦）と家庭内備蓄（一人当たり 14日分を推奨、対象は米またはパスタ・食用油・砂糖・チーズ・肉類・
魚類・缶詰の果物・野菜・クラッカー・チョコレート・スープ・茶・コーヒー等）で構成されている14）。
後者については、実際に 77％の世帯が備蓄を行い、その約 2/3は 2週間以上の備蓄を行っている（図表 9）。
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（2）地震直後の喫食に最適な食品
が少ない
　地震直後の混乱した状況では、
湯や加熱等の作業なしに食べられ
る食品が望ましい。
　乾パン・クラッカー・ビスケッ
トなどはその条件を満たすが、喫
食時に飲料（水）がない場合は嚥
下しにくい。嚥下しやすい粥を備
蓄している自治体もあるが、その
数は少ない。また、粥はエネル
ギー密度が低いために、十分なカ
ロリーを用意しようとすると、備
蓄の重量・体積が増大するなどの
問題がある。
　アルファ化米や即席めんなど、
喫食時に湯を使うことを前提とし
ている食品は、ライフラインが停
止して湯が沸かせない場合は使う
ことができない（アルファ化米は、
湯の代わりに水で戻すことも可能
であるが、時間がかかり、また冷
飯を食べることになる）。
　例えば東京都の場合、災害後2
日目までの食料を備蓄するという
計画を立てており16）（その後は米飯
による炊き出しなどで対処するこ
とを想定）、平成19年の東京都地
域防災計画によれば、合計約1500
万食余りの備蓄食料がある（人口
比で116パーセント、図表10）。そ
の内、アルファ化米と即席めんの
合計が6割近くを占めている。
（3）被災生活の長期化を想定して
いない
　非常用備蓄は、賞味期間の長さ
を基準に少品種に限定して行われ
ているケースが多い。特に乾パン
やアルファ化米の味付け米飯を重
点に備蓄をしている自治体が多
く、副菜（おかず）の備蓄は少な
い。要するに、備蓄食料を必要と
する被災生活は短期の、一時的な
ものであるという認識で備蓄され
てきた。
　被災地へ届く救援食料は炭水化
物中心の「おにぎり」・「菓子パン」
が多く、連続すると被災者が同じ
参考文献17）を基に科学技術動向研究センターにて作成
参考文献19）を基に科学技術動向研究センター にて作成
図表 10　東京都の食料備蓄状況（震災後 2日分）
図表12　賞味期限後の非常食の処理（アンケ トー結果）味や甘い味付けに飽きて
しまい、繰り返し使用に
耐えられない。
　東日本大震災後の避難
所における栄養調査の結
果（宮城県のケース、図
表 11）を見ると、震災
1か月後の調査において
は、摂取エネルギーが不
足しており、必要量が摂
取できたのは 2か月後に
なっている。また、当初
はたんぱく質やビタミン
類も不足しており、栄養
のバランスにも問題が
あったことがわかる。
　また、長期の避難所生活者の高
血圧有症率と血圧レベルが上昇し
ているという報告がある18）。運動
不足や心理的なストレスに加え
て、栄養バランスが悪い食事（高
ナトリウム、低カリウム、食物繊
維不足等）が一因となった可能性
がある。被災生活の長期化に対し
ては、高ナトリウム食品（主にお
かず関係）の低塩化や、食物繊維
が豊富で、高カリウム、低ナトリ
ウムの野菜・果物の多いメニュー
の充実が必要と思われる。
（4）平常時には無駄になる（賞味
期間終了後の廃棄）
　現在備蓄に用いられている食料
（非常食）は、備蓄専用で日常食
べる機会がないことなどから、災
害が発生しない場合は廃棄される
確率が高い（図表 12）。このため、
大災害専用の非常食だけではな
く、平常時でも災害時でも利用可
能な食品がより好ましいと考えら
れるようになってきている。
宮城県保健福祉部発表
図表 11　避難所の食事状況・栄養関連ニーズ調査の結果（宮城県）
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4-1
災害発生後の
ステージと食料
　災害時の食については、ライフ
ラインなどの状態に応じて、以下
の 3ステージに区分することがで
きる20）（図表 13）。
①第 1ステージ
　災害直後、電気・ガス・水道の
ライフラインが断たれた状況であ
り、湯の利用や加熱調理なしに食
べられる食品を、家庭・企業・事
務所・避難所等に備蓄しておく必
要がある。
②第 2ステージ
　電気の復旧などにより、湯を沸
かすことができるようになった状
態であり、湯を加えるか湯せんが
必要な非常食／インスタント食品
が利用可能となる。また、第 2ス
テージでは、備蓄食料に加えて、
外部からの救援食料なども利用さ
れる。
③第 3ステージ
　全てのライフラインが復旧し、
調理設備も使用可能になると共
に、外部からの食料や食材の援助
などにより、炊く・煮る・焼く・
炒めるなどの調理が可能になった
段階で、食べられる食品に関して
の制約はほぼなくなる。
　図表 13 はこれらのステージと
状況の関係をマトリクスで表した
ものである。
4-2
非常食と災害食の違い
　現状の非常食（図表 14）は、災
害に備えて備蓄されている保存性
の高い食品であり、万が一に備え
るという、言わば「使わないこと
を前提とした食品」である。しか
しながら、現実に災害が発生する
という前提で考えると、喫食対象
者を、援護の必要な乳児・高齢者・
食事療法者はもちろん、救出／救
助活動・応急医療活動・ライフラ
イン復旧活動の従事者にも拡げ、
それぞれに見合った食料を準備し
ておく必要がある。前節の災害発
生後のステージや、避難所・自
宅・病院・施設・屋外等の場所に
よっても、食品に対する要求は異
なる。
　震災発生直後から、通常生活に
戻るまでの様々な状況に対応し
た、非常食よりも広い概念が必要
であり、「災害対応食品」（略して
「災害食」という。）として考えて
いく必要がある（図表 15）。
　なお、災害食には広義には米や
小麦粉などの食材や調味料なども
含まれるが、以下の議論において
は、主に調理済みで、そのまま、
あるいは加水・加湯ないしは湯せ
んだけで喫食できる加工食品を対
象とする。
　想定する災害食の範囲は図表
16 の全てである。現状の非常食
の対応状況は、災害食の一部であ
ると言える。
　例えば、第 1ステージの内、飲
料（水）なしの場合に使える非常食
は粥以外ほとんど存在しない。賞
味期間やパッケージの改良などに
よりエネルギー系のスポーツ飲料
や病院や高齢者施設で利用されて
いる経口用濃厚流動食などは災害
食として利用できる可能性がある。
　しかし、全てのステージにおい
て、病者用あるいは入院・入所者
用の非常食は、粥以外にほとんど
存在していない。
科学技術動向研究センターにて作成
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4 「非常食」から災害時に役立つ「災害食」へ
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図表 14　現在の非常食の例
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図表 15　非常食と災害食の比較
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自助・共助・公助
　災害食の備蓄を誰が行うべきか
という観点からみると、対象者の
所属する組織（家庭、企業、自治
体等）が自ら行う自助、災害を受
けた組織間で食料を融通しあう共
助、行政からの支援である公助に
区分することができる（図表 17）。
4-4
災害食の条件
　災害食の満たすべき条件として
は、以下のような点が考えられる。
（1）調理性および摂食性
　利用が想定されるステージに
合った易食性（食べやすさ）を有
する必要がある。また、被災環境
を考慮すると、嚥下しやすい、食
器なしで食べられるなどの特性を
持つことが望ましい。
（2）被災生活を想定した栄養面の
配慮
　被災生活では低栄養、高ストレ
スなどの環境にさらされる可能性
が高く、災害食には栄養面の配慮
が必要である。
（3）包装容器
　喫食の際に食器が必要な食品の
場合は、包装容器が食器としても
使用できることが望ましい。
（4）保存性
　災害時には冷蔵庫や冷凍庫が使
えなくなる可能性が高いため、常
温保存可能であることが必須であ
る。公助の備蓄用で災害時のみに
食べることを想定する食品は、賞
味期間毎に買い替えを行う必要が
あり、その費用負担を考えると、
できるだけ賞味期間が長いことが
望ましい。一方、自助での備蓄（特
に家庭内備蓄）では日常生活で食
べて補充することもできるため、
必ずしも長期の賞味期間を必要と
しない。
（5）価格と食味
　自助による災害食の備蓄につい
ては、災害が来ないという前提で
長期保存した食品は、いざという
時に賞味期間が切れていたり、食
べ慣れていないために口に合わ
ず、役に立たない恐れがある。そ
れを避けるため、特に家庭内備蓄
の場合には、災害食は日常的に利
用される、いわゆるランニングス
トックとして使うことができるも
のが望ましい。そのためには、価
格が一般食品とあまり変わらず、
かつ食味も優れているものが望ま
しい。
　現状の非常食は、概ね賞味期間
が 3年以上あり、一般の食品に対
して長期間である。期間に比例す
る形で、カロリー単価（1キロカ
ロリー当たりの価格）も高くなっ
ている（図表 18）。具体的には賞
味期間が 1年程度の通常食品のカ
ロリー単価の平均は 0.5 円（1食
を 500 キロカロリーと仮定した場
合 1食当たり 250 円）前後である
が、賞味期間によって 2倍から 5
倍に増加する。ランニングストッ
クとして備蓄する場合には長い賞
味期間は必ずしも必要とないた
め、価格と賞味期間のバランスに
配慮した食品が提供される必要が
ある。
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図表 18　賞味期間とカロリー単価の関係
　地震や風水害などへ備えるため
のいわゆる「非常食」としては長
い間乾パンやアルファ化米が用い
られてきた。アルファ化米に関す
る湯戻し時間の短縮などの部分的
な改良はあるものの、第 2次世界
大戦以降の半世紀にわたり日本全
体に影響を及ぼすような大きな自
然災害がなかったこともあり、栄
養面や被災者のニーズに配慮した
災害対応食品の本格的な研究は行
われていない。
　近年は自衛隊用に携行食の開
発・製造している企業が、その技
術を転用して災害食を売り出し始
めた。ただし、自衛隊用の食品開
発目的は、缶詰からレトルトパウ
チへの変更による携行性の向上が
メインである。
　また、非常用の米飯については、
長期保存性能を重視したレトルト
米飯が用いられてきたが、従来は
一般向けの、クリーンルームで製
造したいわゆる無菌米飯に対して
食味が劣っていた。最近は、長期
保存性能を確保した上で、製造工
程の工夫により食味を改良した米
飯が非常食用として製造・販売さ
れるようになってきた。
　海外においても同様な状況で、
軍用の食品技術が非常食に転用さ
れているのみである。米国におい
ては、軍やNASAの宇宙食を製
造する技術を応用し、常温で 10
年（保存温度範囲を限定すれば
25 年間）の賞味期間を保証する
缶入りフリーズドライ非常食が製
造されており、我が国にも輸入され
一部の自治体等で備蓄されている。
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　以下に、災害食そのものに対す
る研究開発課題と、災害食の活用
に関する検討課題に分けて考える。
6-1
災害食の研究開発課題
（1）災害時栄養学
　災害のステージ毎に摂取すべき
栄養面の条件について、現状では
ほとんど研究が行われていないた
め、これから研究を開始する必要
がある。このような研究で注目す
べき点は以下である。
・絶食しても健康への問題が小さ
い期間の特定
・低カロリーの健康への影響（短
期・長期）
・栄養学から見た、日常と同様な
エネルギー・栄養素を含む食品
の供給再開目標日数
・高ストレス下でも栄養分を吸収
しやすい食品や献立
（2）災害対応食品加工技術
　水や電気等のライフライン停止
に対応して以下のような食品加工
技術の研究開発が必要である。
・保存性と食味を両立させる加工
技術の開発および普及
（例　レトルト殺菌条件を満た
し、かつ食味の良い米飯・パン
（主食）の製造技術、風味や色
合い・形状を保ち、長期保存可
能な野菜・惣菜（副菜）の製造
技術）
・乳児・高齢者・食事療法者など
に必要な特殊食品における栄養
面や食品形態の配慮
・水がないか少量しかなくても食
べやすくする加工技術
（3）災害食品用容器包装技術
　これまで自衛隊用を中心に、長
期保存性・携帯性・堅ろう性など
を指標とした開発が行われてきた
が、災害対応としては以下の開発
も望まれる。
・食器兼用、コンパクト、高保存
性容器の開発
・調理機能一体型容器
・調理器具がなくても直接調理が
可能な容器包装
・電子レンジで直接温められる容
器包装
・食品の味を変化させることがで
きる容器包装
（4）災害食対応調理装置
　事前にカセットコンロなどを準
備し災害時に湯を作ることができ
ると、第 1ステージを経ずに第 2
ステージから始めることができ
る。電気・ガスによる熱源が使え
なくなった場合、特に家庭におい
てはまずカセットコンロを用いて
湯を沸かしたり、調理を行ったり
することが想定されるが、カセッ
トコンロは燃焼により炎が発生
し、高温になるため、被災状況に
よっては安全上の問題が発生する
可能性がある。また、化学反応を
利用した熱源は使い捨てであり、
高価である。
　安全性が高く、繰り返し使用が
可能な災害食対応調理装置の開発
が望まれる。
6-2
災害食の活用に
関する検討課題
（1）備蓄量充実
　今後起こりうる地震等の大規模
災害を想定すると、自治体・家
庭・企業における備蓄量の大幅な
充実が必要である。特に自治体で
は、費用負担の増加は難しい財政
事情もあり、コストを抑えて実質
的な備蓄量を増やす方策の検討が
必要である。
　このためには例えば以下の方法
が考えられる。
例 1：民間の流通倉庫の一部に防
災倉庫の機能を持たせ、食
品の商品価値を損なわない
程度の一定期間、倉庫に保
管し、その間に災害が発生
した場合は、災害食として
用い、災害が発生しなけれ
ば商品として出荷する。
　既に東京都はほぼこの形でイン
スタント麺の備蓄を行っている。
例 2：コンビニエンスストアを災
害時の拠点として位置付
ける動きが広がりつつある
が、それをさらに進めコン
ビニエンスストアに防災拠
点兼防災倉庫の機能を持た
せて、つねに一定量以上の
災害食の在庫を持つ仕組み
をつくる。
（2）備蓄場所および災害時物流シ
ステムの広域連携
　東日本大震災のような広域災害
においては、県や市町村のような
単位での取り組みでは十分でない
ことは明白である。広域の自治体
が災害食を手分けして備蓄する必
要がある。その前提として、各自
治体が住民の特性（高齢化率・乳
幼児率・人口密度など）や周辺の
交通網などを把握し、その情報を
広域で共有し、どのような食品を
何食、どこに備蓄するのが最適で
あるかのアルゴリズム開発を行う
ことが望ましい。
　東日本大震災においてはライフ
ラインが回復し、食料が輸送でき
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るようになってからも必要な場所
に必要な食料が届かないケースが
多かった。これは食料の配布調整
をプロ（流通業者）ではなく、慣
れない行政担当者やボランティア
が実施したことが一因になってい
る。各地域の食料ニーズをタイム
リーに把握し、備蓄および救援食
料の状況から、どこに何を送るべ
きかを判断し、被災現場や避難所
に迅速に配達するシステムを自治
体として整備しておく必要があ
る。また、想定していた物流シス
テムが被害を受けた場合のバック
アップの方法などについても検討
を行うことが望ましい。
（3）被災生活も想定した防災教育
　常日頃から災害に備えることが
重要であることは分かっていて
も、災害時にそれを実行すること
は、大人であっても難しい。特に
被災生活の第 1ステージにおいて
は、自助が中心であり、家庭内で
あらかじめ食料を備蓄し、救援が
入るまでその備蓄食料を活用して
生き延びるたくましさを身に着け
ておく必要がある。そのためには、
小中学生の段階から防災教育の一
環として、被災時に摂取すべき栄
養や、備蓄すべき食料に関する知
識、被災時の食事の工夫など、災
害食に関係する部分も含めた、被
災生活を想定しての防災教育を実
施すべきである。
6-3
災害食の認証基準および
認証システムの整備
　長期的には、6–1 節および 6–2
節の研究開発等の進展を促し、災
害食に要求される条件を明確に
し、「災害食認証基準」のような
形でまとめ、当該基準を満足する
食品を我が国として認証するシス
テムを整備していく必要がある。
　このシステムを整備することに
よって、以下の効果が期待できる。
・基準に則って災害食が製造され
るようになり、災害食が必要な
品質を維持することができる。
・調達者（家庭・企業・自治体等）
が、量的・質的に何をどの位調
達すればいいかを考えられるよ
うになり、より適切な備蓄が可
能になる
・製造企業への要求条件が明確に
なり、企業側で食品のバラエ
ティを増すインセンティブが高
まる。
・利用方法等が標準フォーマット
のような形で食品に明記される
ため、利用者が災害の発生時に戸
惑わずに利用することができる。
・備蓄食品がどのような食品かが
明確になるため、被災地等から
要望される災害食の型番情報を
生かして、個人ベースでも被災
地へより有効に援助物資を送る
ことが可能となる。
　災害食認証基準は災害のどのス
テージに対応するものかを明確に
した上で、以下のような内容を盛
り込む必要がある。
①災害食に含まれる栄養成分の条
件（特にカロリー密度、塩分濃
度、ビタミン・ミネラル類の含
有量）およびそれらの測定・表
示方法等
②賞味期限並びにその評価方法
（含環境条件）、表示方法等
③内容物の喫食性に関する条件
④容器包装の寸法、形状、耐久性、
開封性、災害食であることを示
す表示方法等（調理装置とのイ
ンタフェース条件を含む）
⑤その他、認証方法、認証マーク
の条件等
　なお、災害食の普及のためには、
災害食の認証を受けた食品あるい
は災害食の包装材料等を製造・販
売する企業に対して、国として何
らかの優遇措置を与えることも有
効と考えられる。
　また、国際宇宙ステーション
（ISS）に滞在する宇宙飛行士が喫
食する食料を認証するための宇宙
日本食認証基準21) が宇宙航空研
究開発機構により制定されてい
る。これは食品衛生法などの日本
国内の食品安全に関する規定を順
守した上で、無重量環境や ISS と
いう閉鎖環境に固有の環境におい
て宇宙飛行士の健康と安全を守
るための基準を追加したものであ
り、災害食認証基準を検討する上で
参考になると考えられる。
　3節に述べた食に関する問題点
と 6節の研究開発課題等の関係を
図表 19 に示す。
　これまで述べてきた課題に対応
させた災害食は、災害の発生時に
は、被災者の健康面での二次災害
防止に役立つとともに、災害対応
従事者だけでなく被災地の自主防
災組織や防災士、帰宅困難者などの
住民によるボランティア活動を支
え、復旧を促進させるものである。
　また、災害食は、日常生活で使
うにも十分な機能・性能を持ち
（栄養バランスが良い、被災状態
でも食べやすい）、コスト的にも
負担の少ないものであるため、こ
の新しいパラダイムの災害食を日
常的に普及させることによって、
災害が発生しない場合でも、日常
の食生活をより健康的で豊かなも
のにシフトすることに貢献するこ
7 まとめ
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とになる。
　さらに、災害食は常温保存で
き、流通・保管の際に温度維持の
ためにエネルギーを必要としない
ため、CO2 の削減などにも貢献で
きる可能性があり、日頃から環境
に配慮しつつ災害に強い生活を目
指すという、日本人の生活観の転
換のきっかけになることも期待さ
れる。
　災害食に関する研究開発や体制
の整備についての基本的な方針
は、災害対策基本法に基づき中央
防災会議が作成する、政府の防災
対策に関する基本的な計画である
「防災基本計画」22）に盛り込んだ
うえで、民間企業や大学、各省庁
などや役割を分担して取組む必要
がある。
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3）　内閣府　今日からはじまる私の防災：http://www.bousai.go.jp/minna/watasino/index.html
4）　新潟大学地域連携フードサイエンス・センター　災害時における食と福祉　2011 年 5 月 23 日発行（光琳）
5）　別府茂　災害時に役立つ食品技術　（日本調理食品研究会誌　調理食品と技術　第 17 巻 4 号）
6）　内閣府　平成 22 年版防災白書：http://www.bousai.go.jp/hakusho/h22/index.htm
7）　中央防災会議　「東南海、南海地震に関する専門調査会」（第 14 回）　東南海、南海地震の被害想定について（資料 2）
8）　石巻地方広域水道企業団　広報広域　すいどう　2012 冬号（No.121）：
http://www.ishikousui.or.jp/publics/index/8/#page8_33
9）　土木学会地震工学委員会　「ライフラインの地震相互関連を考慮した都市機能防護戦略に関する研究小委員会」　東日
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群馬県出身。大学院修士課程（専門はマイクロ波アンテナ）修了後宇宙開発機関にて
ロケット搭載機器の開発や宇宙飛行士訓練設備の整備、宇宙食の開発等に従事。2011
年 6月より、ライフサイエンス分野の調査・分析を担当。健康寿命の向上に興味があ
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専門は食品加工技術。「食べること」に困らなくなった現代日本のなかで、摂食嚥下
機能障害や災害による状況障害など様々な障害によって「食べることができない」を
なくす取り組みに従事。特に原因となる障害と食品のあり方のマッチングを研究中。
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